
２ ８ 川 監 公 第 ８ 号 

平成２８年６月１０日  

 定期（工事）監査の結果の報告に基づく措置について（公表） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

平成２７年１０月１３日付け２７川監公第１１号で公表した定期（工事）監

査の結果の報告に基づき、川崎市長から措置を講じた旨通知がありましたの

で、次のとおり公表します。 

川 崎 市 監 査 委 員   村 田 恭 輔 

           同    植 村 京 子 

同    坂 本   茂 

           同    織 田 勝 久 



２８川総行革第７１号

平成２８年４月２７日

川崎市監査委員 村田 恭輔 様 

同       植村 京子 様 

同       坂本  茂 様 

同       織田 勝久 様 

川崎市長  福田 紀彦

監査の結果の報告に基づく措置について（通知）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、平成  

２７年１０月１３日付け２７川監報第６号で報告の提出がありました定期監査の結

果に基づき、次のとおり措置を講じましたので通知します。
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平成２７年度第１回定期監査（工事監査）の結果に対する措置状況

１ 有価材の積算を適切に行うべきもの 

［指摘の要旨］ 

配水管布設工事で発生する管材の端材について、設計変更時に誤った数量で売却益

等を積算していた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、配水管布設工事の設計変更において、端材の延長を重量に換

算する際に誤った係数を使用し、誤った数量で売却益を積算することがないよう、通

知により関係職員に周知徹底しました。 

今後は、適切な有価材の積算に努めます。 

（工事番号４）（上下水道局水道部第１配水工事事務所） 

２ 設計変更に係る事前手続を適切に行うべきもの

［指摘の要旨］ 

機械器具損料等の変更が必要なシールド工事において、事前に必要な手続を踏まず

工事を行っていた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、変更契約の締結の前に施工が必要なものについては、

「川崎市上下水道局設計変更に係る事務手続取扱要綱」に基づいて手続きを

行うよう、通知により関係職員に周知徹底しました。 

今後は、設計変更に係る適切な事前手続の実施に努めます。 

（工事番号６）（上下水道局水道部第１配水工事事務所） 
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３ 契約保証に係る工事費の積算方法を見直すべきもの

［指摘の要旨］ 

単価契約工事において、契約保証に要する費用を契約した各単価に含む運用として

いたことから、契約保証に必要とされる契約金額に応じた費用と工事費として積算し

た費用が整合していなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、単価契約工事において、契約保証に要する費用を契

約した各単価に含む運用であったことから、工種ごとの設計単価には含まず、

当該費用を新たな一式単価として設定し支払うように積算を見直し、説明会

等により関係職員に周知徹底しました。 

今後は、契約保証に係る工事費の適切な積算に努めます。 

（工事番号１４）（上下水道局水道部第２配水工事事務所） 

４ 薬液注入工事の監督を適切に行うべきもの

［指摘の要旨］ 

材料検収時の数量証明書、施工計画書、工事記録等の確認が不十分であったことか

ら、仕様書に基づいた指導が行われていなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、仕様書を再度確認して薬液注入工事に関する的確な

指導を行うよう、通知により関係職員に周知徹底しました。

今後は、適切な薬液注入工事の監督に努めます。 

（工事番号３１、３２、３５、３７）（上下水道局下水道部管路課、同南部下水

道事務所工事課、同中部下水道事務所工事課） 
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５ 合理的な設計を行うよう適切に監督すべきもの

［指摘の要旨］ 

配水塔の耐震補強設計委託において、設計意図等を確認せず、経済性や既存躯体へ

の影響を考慮して十分な検討を行うよう指示されていなかったことから、一部必要以

上のアンカー筋が設計されていた事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、鉄筋コンクリート構造物の耐震設計に伴う業務委託におい

て、「経済性及び既存躯体への影響等についても十分に精査すること」などを特記仕

様書に明確に示すとともに、委託業務の監督においては、受託者に対し技術的検討内

容の十分な説明を求めることなどについて、通知により関係職員に周知徹底しました。

今後は、合理的な設計を行うよう適切な監督に努めます。 

（工事番号５５）（上下水道局水道部設計課） 

６ 業務委託において明確な仕様書を作成すべきもの

［指摘の要旨］ 

耐震診断のための現況目視調査について、仕様書に調査範囲が具体的に明示されて

いなかった事例 

［措置内容］ 

指摘事項については、仕様書に調査範囲が特定できるように明示することとし、

関係職員に周知徹底しました。

今後は、業務委託において明確な仕様書を作成するように努めます。 

（工事番号６０）（上下水道局下水道部下水道計画課） 


